
草薙法律事務所 所長
弁護士　草薙 一郎

ＪＡ全中・ＪＡまちづくり情報セ
ンター 顧問、元中央大学法学部
非常勤講師。日本農業新聞の連載

「所有者不明土地解消へ」、「ＪＡ
まちづくり資産管理情報」への寄
稿ほか執筆多数。

は
じ
め
に�

�

～
相
続
等
に
よ
る
所
有
者
不
明
土
地
の
解
消
に
向
け
た
動
き
～

　
相
続
登
記
が
さ
れ
な
い
こ
と
な
ど

に
よ
り
、
土
地
の
所
有
者
が
誰
か
判

明
し
な
か
っ
た
り
し
て
、
所
有
者
の

所
在
が
不
明
で
あ
る
土
地
が
数
多
く

み
ら
れ
ま
す
。
こ
れ
ら
の
土
地
（
所

有
者
不
明
土
地
）
が
存
在
す
る
た

め
、
土
地
の
管
理
が
十
分
に
で
き
ず

荒
れ
放
題
と
な
っ
た
り
、
隣
接
土
地

所
有
者
が
土
地
を
処
分
し
よ
う
と
し

て
も
隣
地
と
の
境
界
を
明
確
に
で
き

ず
、
処
分
に
困
る
と
い
う
事
態
が
生

じ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
所
有
者
不
明
土
地
の
解
消
に

向
け
て
、
令
和
三
年
四
月
に
、
民
法

の
改
正
や
関
連
す
る
法
律
が
成
立

し
、
公
布
さ
れ
ま
し
た
。

　
具
体
的
に
は
、
所
有
者
不
明
土
地

の
発
生
を
予
防
す
る
と
と
も
に
、
土

地
利
用
の
円
滑
化
を
図
る
と
い
う
も

の
で
す
。
発
生
の
予
防
の
対
策
と
し

て
相
続
登
記
や
住
所
変
更
に
つ
い
て

の
登
記
申
請
を
義
務
化
す
る
こ
と
に

な
り
、
ま
た
、
相
続
等
で
土
地
所
有

権
を
取
得
し
た
者
が
法
務
大
臣
の
承

認
を
得
て
そ
の
土
地
を
国
庫
に
帰
属

さ
せ
る
こ
と
の
で
き
る
制
度
が
創
設

さ
れ
ま
し
た
。

　
土
地
利
用
の
円
滑
化
を
図
る
た

め
、
所
有
者
が
不
明
で
あ
る
土
地
建

物
や
管
理
が
不
十
分
で
あ
る
土
地
建

物
に
つ
い
て
の
法
整
備
、
長
期
間
経

過
し
た
後
の
遺
産
分
割
に
つ
い
て
の

見
直
し
な
ど
が
、
今
回
の
法
改
正
に

設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
改
正
さ
れ
た
内
容
は
、
原
則
と
し

て
令
和
五
年
四
月
一
日
か
ら
の
施
行

で
す
が
、
相
続
登
記
の
申
請
義
務
化

は
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
、
相
続

土
地
国
庫
帰
属
制
度
は
令
和
五
年
四

月
二
七
日
か
ら
の
施
行
に
な
り
ま
す

（
図
表
）。

特集

相
続
ア
ド
バ
イ
ス
に
活
か
す

相
続
登
記
の
義
務
化
等
の
制
度
見
直
し

①�
民
法
・
不
動
産
登
記
法
の
改
正
と�

相
続
土
地
国
庫
帰
属
法

相
続
や
住
所
変
更
等
の
未
登
記
に
よ
る
所
有
者
不
明
土
地
に
つ
い
て
、
平
成
二
八
年
度
は
約
四
一

〇
万
ｈ
ａ
で
あ
り
、
二
〇
四
〇
年
に
は
約
七
二
〇
万
ｈ
ａ
に
達
す
る
見
込
み
（
平
成
三
〇
年
版
土

地
白
書
）。
本
格
化
す
る
こ
の
問
題
解
消
に
向
け
た
取
組
み
に
つ
い
て
、
全
体
像
を
捉
え
よ
う
。
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所
有
者
不
明
土
地
発
生
予
防
に
つ
い
て

１	

相
続
登
記
の
申
請
義
務
化

⑴
　
ど
の
よ
う
な
制
度
か

　
相
続
登
記
の
申
請
は
、相
続
（「
相

続
さ
せ
る
」
旨
の
遺
言
を
含
む
）
や

遺
贈
に
よ
り
不
動
産
を
取
得
し
た
相

続
人
に
対
し
て
課
せ
ら
れ
て
い
ま

す
。
自
己
の
た
め
に
相
続
開
始
が
あ

り
、
か
つ
、
対
象
不
動
産
を
取
得
し

た
こ
と
を
知
っ
た
場
合
に
、
三
年
以

内
に
相
続
登
記
の
申
請
が
義
務
と
さ

れ
ま
す
。

　
し
た
が
っ
て
、
遺
言
の
内
容
を
知

っ
て
、
不
動
産
の
取
得
が
で
き
る
こ

と
を
知
っ
た
こ
と
、
被
相
続
人
が
死

亡
し
た
こ
と
な
ら
び
に
被
相
続
人
の

不
動
産
が
存
在
し
た
こ
と
を
知
っ
た

こ
と
が
前
提
と
な
り
ま
す
。

　
相
続
権
と
し
て
は
後
順
位
者
で

も
、
先
順
位
者
が
相
続
放
棄
を
し
た

こ
と
を
知
り
、
か
つ
、
不
動
産
の
存

在
を
知
れ
ば
、
そ
の
時
か
ら
三
年
以

内
に
登
記
申
請
を
し
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　
整
理
を
す
る
と
、
次
の
場
合
が
前

提
と
な
り
ま
す
。

①
遺
産
分
割
と
な
る
と
き
は
、
相
続

発
生
日
か
ら
三
年
以
内
に
分
割
協

議
が
成
立
す
れ
ば
、
不
動
産
の
取

得
者
は
登
記
申
請
を
し
な
け
れ
ば

な
り
ま
せ
ん
。

②
相
続
開
始
か
ら
三
年
以
内
に
遺
産

分
割
協
議
の
成
立
が
で
き
な
い
と

き
は
、
相
続
人
は
各
自
で
相
続
人

申
告
登
記
の
申
し
出
を
し
（
⑵
に

後
述
）、
遺
産
分
割
協
議
が
で
き

た
ら
、
そ
の
協
議
成
立
か
ら
三
年

以
内
に
相
続
登
記
の
申
請
を
し
ま

す
。
相
続
人
申
告
登
記
の
申
し
出

を
し
て
お
け
ば
、
三
年
以
内
に
遺

産
分
割
協
議
を
成
立
さ
せ
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
わ
け
で
は
な
く
、
何

年
先
に
成
立
し
て
も
い
い
の
で
す

が
、
成
立
し
た
の
で
あ
れ
ば
、
そ

の
日
か
ら
三
年
以
内
に
不
動
産
取

得
者
は
相
続
登
記
の
申
請
を
し
な

け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

③
「
相
続
さ
せ
る
」
旨
の
遺
言
、
あ

る
い
は
遺
贈
の
と
き
は
、
そ
の
不

動
産
を
取
得
す
る
者
が
登
記
の
申

請
（
こ
の
場
合
、
相
続
人
申
告
登

記
の
申
告
も
可
）
を
、
取
得
す
る

こ
と
を
知
っ
た
日
か
ら
三
年
以
内

に
行
う
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
今
回
の
法
改
正
で
求
め
ら
れ
て
い

る
の
は
、
相
続
登
記
自
体
の
義
務
化

で
は
な
く
、
相
続
登
記
の
申
請
の
義

務
化
と
い
う
点
が
ポ
イ
ン
ト
で
す
。

⑵
　
三
年
以
内
に
遺
産
分
割
が
成

立
し
な
い
と
き

　
前
述
の
よ
う
に
、
相
続
開
始
に
よ

っ
て
不
動
産
を
取
得
し
た
者
に
は
相

続
登
記
の
申
請
が
義
務
化
さ
れ
る
こ

と
に
な
り
ま
し
た
が
、
三
年
以
内
に

遺
産
分
割
協
議
の
成
立
が
見
込
め
な

い
よ
う
な
場
合
も
あ
り
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
登
記
名
義
人
に
相
続

開
始
が
あ
っ
た
こ
と
、
お
よ
び
自
分

が
登
記
名
義
人
の
相
続
人
で
あ
る
旨

を
登
記
官
に
申
し
出
す
る
こ
と
で
、

相
続
登
記
の
申
請
義
務
を
履
行
し
た

と
み
な
す
制
度
が
新
設
さ
れ
ま
し

た
。
こ
れ
を
「
相
続
人
申
告
登
記
」

と
い
い
ま
す
。

1

①相続登記の申請義務化
　※１－１参照
②住所等の変更登記の申請義務化
　※１－２参照
〔公布後５年を超えない範囲内で
政令で定める日〕

○相続土地国庫帰属制度の創設
　※１－３参照

①財産管理制度の見直し制度等の
創設　※２－１参照

②共有制度の見直し　※２－２参照
③相隣関係規定の見直し権等の規
律の整備

④相続制度の見直し　※３参照

【図表】民法等一部改正法・相続土地国庫帰属法の全体像

登記がされるようにするための
不動産登記制度の見直し（発生予防）

土地を手放すための
制度の創設（発生予防）

土地・建物等の利用に関する
民法の見直し（利用の円滑化）

令和６年４月１日施行 令和５年４月 27日施行 令和５年４月１日施行
（出所）法務省民事局「民法等一部改正法・相続土地国庫帰属法の概要」を基に作成
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2002 年弁護士登録、東京弁護士
会所属。主な取扱分野は、企業法
務、金融法務、不動産、家事（相
続、離婚等）など。ＪＡ、信用組
合、建材メーカー、住宅リフォー
ム業、不動産管理 ･取引業等にお
ける様々な業務上の法律問題に幅
広く対応している。

オリゾン法律事務所
弁護士　井﨑 淳二

相
続
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
の
実
務
へ
の
影
響

　
令
和
三
年
四
月
に
成
立
・
公
布
さ

れ
た
改
正
民
法
や
新
不
動
産
登
記
法

な
ど
に
よ
り
、
相
続
人
は
、
次
の
よ

う
な
規
律
に
従
う
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。
相
続
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
と
し
て
適

切
な
ア
ド
バ
イ
ス
を
す
る
た
め
に

は
、
相
続
人
の
義
務
や
法
律
上
の
制

約
、
ま
た
は
相
続
に
関
す
る
新
制
度

に
つ
い
て
、
十
分
に
理
解
し
て
お
く

必
要
が
あ
り
ま
す
。

１	

遺
産
分
割
協
議
に
関
す
る

制
限
（
令
和
五
年
四
月
一

日
施
行
）

⑴
　
制
度
の
概
要

　
相
続
開
始
の
時
か
ら
一
〇
年
経
過

後
の
遺
産
分
割
に
つ
い
て
は
、
特
別

受
益
や
寄
与
分
に
関
す
る
民
法
の
規

定
は
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
（
改
正
後
の

民
法
（
以
下
、「
新
民
法
」
と
い
う
）

九
〇
四
条
の
三
）。

　
つ
ま
り
、
一
〇
年
を
過
ぎ
る
と
、

寄
与
分
や
特
別
受
益
を
考
慮
し
た
具

体
的
相
続
分
に
基
づ
い
て
遺
産
分
割

を
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
法
定
相
続

分
ま
た
は
指
定
相
続
分
に
従
っ
て
分

割
せ
ざ
る
を
得
ま
せ
ん
。

　
こ
の
制
限
は
、
遺
産
分
割
自
体
の

期
限
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
自
分
の

寄
与
分
や
、
他
の
相
続
人
の
特
別
受

益
を
主
張
で
き
た
は
ず
の
相
続
人
に

と
っ
て
は
、
自
分
が
取
得
す
る
財
産

が
少
な
く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

　
た
だ
し
、
例
外
と
し
て
、
相
続
人

は
、
①
一
〇
年
経
過
前
に
家
庭
裁
判

所
に
遺
産
分
割
請
求
を
し
た
と
き
、

ま
た
は
、
②
一
〇
年
の
期
間
満
了
前

六
ヵ
月
以
内
に
、
遺
産
分
割
請
求
で

き
な
い
や
む
を
得
な
い
事
由
が
あ
っ

た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
事
由
の
消

滅
時
か
ら
六
ヵ
月
経
過
前
に
家
庭
裁

判
所
に
遺
産
分
割
請
求
を
し
た
と
き

は
、
一
〇
年
経
過
後
も
寄
与
分
や
特

別
受
益
の
主
張
を
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
（
同
条
但
し
書
）。

　
ま
た
、
相
続
人
全
員
が
同
意
す
れ

ば
、
一
〇
年
経
過
後
も
、
法
定
相
続

1
特集

相
続
ア
ド
バ
イ
ス
に
活
か
す

相
続
登
記
の
義
務
化
等
の
制
度
見
直
し

②�
Ｊ
Ａ
の
実
務
へ
の
影
響

今
般
の
法
改
正
や
制
度
の
創
設
は
、
Ｊ
Ａ
の
実
務
に
ど
の
よ
う
に
影
響
す
る
か
。
相
続
ア
ド
バ
イ

ザ
ー
と
し
て
、
ま
た
、
相
続
債
権
者
と
し
て
、
押
さ
え
て
お
く
べ
き
ポ
イ
ン
ト
と
と
も
に
理
解
し

て
お
こ
う
。
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分
ま
た
は
指
定
相
続
分
と
は
異
な
る

割
合
で
遺
産
分
割
す
る
こ
と
が
で
き

る
と
解
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵
　
経
過
措
置

　
こ
の
遺
産
分
割
に
関
す
る
制
限

は
、
施
行
日
（
令
和
五
年
四
月
一

日
）
以
前
に
発
生
し
た
相
続
に
も
適

用
さ
れ
ま
す
が
、「
相
続
開
始
か
ら

一
〇
年
」
と
い
う
期
限
が
施
行
日
に

お
い
て
す
で
に
到
来
し
て
い
る
場

合
、
ま
た
は
そ
の
期
限
が
施
行
日
か

ら
五
年
以
内
に
到
来
す
る
場
合
は
、

施
行
日
か
ら
五
年
以
内
に
遺
産
分
割

協
議
を
す
れ
ば
、
特
別
受
益
や
寄
与

分
を
主
張
で
き
ま
す
。

２	

相
続
放
棄
後
の
保
存
義
務

（
令
和
五
年
四
月
一
日
施

行
）

⑴
　
制
度
の
概
要

　
相
続
放
棄
を
し
た
者
は
、
そ
の
放

棄
の
時
に
相
続
財
産
に
属
す
る
財
産

を
「
現
に
占
有
し
て
い
る
」
と
き
は
、

相
続
人
等
に
対
し
て
当
該
財
産
を

「
引
き
渡
す
ま
で
の
間
」、
自
己
の
財

産
と
同
一
の
注
意
を
も
っ
て
そ
の
財

産
を
「
保
存
」
し
な
け
れ
ば
な
り
ま

せ
ん
（
新
民
法
九
四
〇
条
一
項
）。

　
こ
の
義
務
は
、
財
産
の
滅
失
ま
た

は
損
傷
を
す
る
行
為
を
し
て
は
な
ら

な
い
と
い
う
意
味
で
の
保
存
義
務
に

す
ぎ
な
い
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

こ
の
考
え
方
に
よ
れ
ば
、
財
産
の
現

状
や
価
値
を
維
持
す
る
た
め
の
積
極

的
な
行
為
ま
で
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。

　
な
お
、
保
存
義
務
の
相
手
方
は
、

他
の
相
続
人
（
放
棄
に
よ
り
相
続
人

と
な
っ
た
者
を
含
む
）
ま
た
は
相
続

財
産
法
人
（
そ
の
放
棄
に
よ
り
相
続

人
の
あ
る
こ
と
が
不
明
と
な
っ
た
場

合
）
で
あ
っ
て
、
相
続
債
権
者
や
近

隣
住
民
な
ど
の
第
三
者
は
含
ま
れ
な

い
と
解
さ
れ
て
い
ま
す
。

⑵
　
保
存
義
務
を
負
わ
な
い
場
合

　
保
存
義
務
は
「
現
に
占
有
し
て
い

る
」
財
産
に
つ
い
て
認
め
ら
れ
る
義

務
で
す
の
で
、
自
分
が
ま
っ
た
く
所

持
も
管
理
も
し
て
い
な
い
相
続
財
産

に
つ
い
て
は
義
務
を
負
い
ま
せ
ん
。

　
ま
た
、
保
存
義
務
を
負
う
の
は
、

相
続
人
等
に
対
し
て
当
該
財
産
を

「
引
き
渡
す
ま
で
の
間
」
で
す
が
、

相
続
人
に
引
き
渡
そ
う
と
し
た
と
こ

ろ
受
領
拒
絶
さ
れ
た
場
合
に
は
、
民

法
四
九
四
条
一
項
に
基
づ
き
目
的
物

を
供
託
し
て
保
存
義
務
を
免
れ
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。

　
相
続
人
全
員
の
放
棄
後
に
相
続
財

産
清
算
人
が
未
選
任
で
あ
る
場
合

も
、
相
続
財
産
法
人
に
よ
る
受
領
不

能
と
考
え
ら
れ
る
の
で
、
供
託
が
可

能
で
す
。

　
土
地
な
ど
供
託
に
適
さ
な
い
財
産

の
場
合
、
競
売
に
付
し
て
代
金
を
供

託
す
べ
き
こ
と
に
な
り
ま
す
が
、
競

売
に
付
し
て
も
売
却
で
き
な
け
れ

ば
、
保
存
義
務
が
存
続
し
ま
す
。
も

っ
と
も
、
前
述
の
と
お
り
、
保
存
義

務
は
、
財
産
の
滅
失
ま
た
は
損
傷
を

す
る
行
為
を
し
て
は
な
ら
な
い
と
い

う
も
の
で
あ
り
、
重
い
負
担
と
ま
で

は
い
え
ま
せ
ん
。

３ 	

所
在
等
不
明
相
続
人
の
不

動
産
の
持
分
取
得
・
譲
渡

（
令
和
五
年
四
月
一
日
施

行
）

⑴
　
制
度
の
概
要

　
相
続
に
よ
り
共
有
状
態
と
な
っ
た

不
動
産
（
共
同
相
続
人
間
で
遺
産
の

分
割
を
す
べ
き
不
動
産
）
に
つ
い

て
、
そ
の
相
続
人
の
中
に
所
在
等
が

不
明
で
あ
る
者
（
所
在
等
不
明
相
続

人
）
が
い
る
場
合
に
、
当
該
不
動
産

の
共
有
者
は
、
所
在
等
不
明
相
続
人

と
の
共
有
関
係
を
解
消
す
る
た
め
、

裁
判
所
の
決
定
を
得
て
、
所
在
等
不

明
相
続
人
の
共
有
持
分
を
取
得
し
ま

た
は
第
三
者
に
譲
渡
す
る
こ
と
が
可

能
と
な
り
ま
し
た
（
新
民
法
二
六
二

条
の
二
・
二
六
二
条
の
三
）。

　
た
だ
し
、
そ
の
よ
う
な
共
有
部
分

の
取
得
ま
た
は
譲
渡
は
、
相
続
が
開

始
し
た
時
か
ら
一
〇
年
を
経
過
し
た

と
き
に
限
り
認
め
ら
れ
ま
す
。

⑵
　
供
託
に
よ
る
持
分
取
得
・
譲

渡
　
共
有
者
が
所
在
等
不
明
相
続
人
の

不
動
産
の
持
分
を
取
得
す
る
こ
と
が

認
め
ら
れ
る
た
め
に
は
、
そ
の
持
分

の
価
額
に
相
当
す
る
額
の
金
銭
を
供

託
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
（
改
正
後

の
非
訟
事
件
手
続
法
（
以
下
、「
新

非
訟
事
件
手
続
法
」
と
い
う
）
八
七

条
五
項
）。

　
ま
た
、
所
在
等
不
明
相
続
人
の
不

動
産
の
持
分
の
譲
渡
に
つ
い
て
は
、
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ト
ラ
ブ
ル
を
防
ぐ
た
め
の
所
有
不
動
産
の
把
握

　

不
動
産
は
、
固
定
資
産
税
の
負
担

を
は
じ
め
と
し
て
、
維
持
や
管
理
に

少
な
か
ら
ぬ
負
担
を
伴
い
ま
す
。
そ

の
た
め
、
特
に
売
却
価
値
が
低
い
と

判
断
さ
れ
る
不
動
産
は
、
相
続
に
際

し
て
承
継
を
希
望
し
な
い
資
産
に
な

り
つ
つ
あ
る
と
い
わ
れ
て
い
ま
す
。

今
般
、
相
続
土
地
国
庫
帰
属
制
度
が

開
始
さ
れ
る
こ
と
は
、
そ
の
表
れ
と

も
い
え
る
で
し
ょ
う
。

　

し
か
し
、
不
動
産
登
記
法
の
改
正

に
よ
り
、
相
続
に
際
し
て
不
動
産
登

記
の
申
請
が
義
務
化
さ
れ
る
こ
と
も

あ
い
ま
っ
て
、
相
続
の
際
に
不
動
産

を
放
置
す
る
こ
と
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。

管
理
が
十
分
で
な
い
不
動
産
は
、
近

隣
を
含
む
第
三
者
に
損
害
を
与
え
る

懸
念
が
あ
り
ま
す
が
、
相
続
に
際
し

て
不
動
産
の
承
継
漏
れ
が
生
じ
る
と
、

事
態
を
さ
ら
に
複
雑
に
し
て
し
ま
い

ま
す
。
不
動
産
に
関
す
る
ト
ラ
ブ
ル

を
未
然
に
防
ぐ
た
め
に
は
、
そ
の
第

一
歩
と
し
て
、
所
有
し
て
い
る
不
動

産
を
網
羅
的
に
把
握
し
、
各
不
動
産

の
状
況
を
把
握
す
る
こ
と
か
ら
始
め

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

所
有
不
動
産
の
情
報
お
よ
び
状
況

の
把
握
は
、
所
有
者
自
身
が
高
齢
に

な
る
な
ど
し
て
管
理
が
難
し
く
な
る

前
に
、
推
定
相
続
人
や
そ
の
親
族
・

関
係
者
に
対
し
て
情
報
を
伝
達
す
る

こ
と
が
最
も
確
実
で
あ
り
、
か
つ
望

ま
し
い
方
法
で
あ
る
こ
と
は
い
う
ま

で
も
あ
り
ま
せ
ん
が
、
本
稿
で
は
、

こ
の
よ
う
な
情
報
お
よ
び
状
況
の
把

握
に
役
立
つ
、
公
的
資
料
の
入
手
方

法
や
活
用
方
法
を
紹
介
し
ま
す
。

※
不
動
産
に
関
す
る
公
的
資
料
と
は

（
二
一
頁
図
表
４
参
照
）

●
市
町
村
に
お
い
て
管
理
…
…
固
定

資
産
課
税
台
帳
（
詳
細
に
は
、
土

地
課
税
台
帳
・
土
地
補
充
課
税
台

帳
・
建
物
課
税
台
帳
・
建
物
補
充

課
税
台
帳
な
ど
が
あ
る
が
、
本
稿

に
お
い
て
は
、「
固
定
資
産
課
税

台
帳
」
と
い
う
）

●
法
務
局
に
お
い
て
管
理
…
…
不
動

産
登
記
情
報

1
特集

相
続
ア
ド
バ
イ
ス
に
活
か
す

相
続
登
記
の
義
務
化
等
の
制
度
見
直
し

③�
不
動
産
に
関
す
る
書
類
の
見
方

相
続
相
談
業
務
等
の
場
面
に
お
い
て
は
、
不
動
産
の
所
有
や
利
用
実
態
を
把
握
す
る
た
め
の
書
類

の
確
認
は
欠
か
せ
な
い
。
こ
こ
で
は
、
各
書
類
の
主
要
部
分
の
見
方
や
、
取
得
方
法
、
取
り
扱
う

際
の
ポ
イ
ン
ト
な
ど
を
確
認
す
る
。
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固
定
資
産
課
税
台
帳
等

１	

固
定
資
産
課
税
台
帳
と
は

　

固
定
資
産
課
税
台
帳
は
、
各
市
町

村
に
お
い
て
、
も
っ
ぱ
ら
固
定
資
産

税
お
よ
び
都
市
計
画
税
を
課
税
す
る

た
め
に
、
一
つ
ひ
と
つ
の
土
地
お
よ

び
建
物
の
所
在
や
状
況
、
評
価
額
や

課
税
標
準
額
な
ど
を
記
録
し
て
い
る

資
料
で
す
。

　

こ
の
台
帳
に
記
録
さ
れ
て
い
る
情

報
は
、
広
く
一
般
に
公
開
さ
れ
て
い

る
情
報
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。
そ
の
た

め
、
市
町
村
役
場
に
お
い
て
、
固
定

資
産
課
税
台
帳
や
関
連
す
る
資
料
を

閲
覧
、
記
載
内
容
に
関
す
る
証
明
書

の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
人

は
、原
則
と
し
て
、納
税
義
務
者
（
不

動
産
の
所
有
者
）
本
人
と
さ
れ
て
い

ま
す
（
本
人
確
認
の
た
め
の
資
料
の

提
示
が
求
め
ら
れ
る
）。
本
人
で
は

な
い
人
が
閲
覧
や
証
明
書
の
交
付
を

受
け
る
場
合
に
は
、
原
則
と
し
て
、

本
人
か
ら
の
委
任
状
が
必
要
で
す
。

　

な
お
、
賃
借
人
（
借
地
人
や
借
家

人
）
は
、
賃
貸
借
契
約
の
対
象
と
な

っ
て
い
る
不
動
産
に
つ
い
て
、
閲
覧

や
証
明
書
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が

可
能
で
す
（
賃
貸
借
関
係
を
示
す
資

料
の
提
示
が
求
め
ら
れ
る
）。

　

ま
た
、
相
続
が
生
じ
て
い
る
不
動

産
に
つ
い
て
は
、
相
続
人
・
受
遺

者
・
遺
言
執
行
者
な
ど
も
、
閲
覧
や

証
明
書
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
が
可

能
で
す
（
相
続
な
ど
の
関
係
を
示
す

資
料
の
提
示
が
求
め
ら
れ
る
）。

　

固
定
資
産
課
税
台
帳
の
閲
覧
や
証

明
書
の
交
付
を
受
け
る
具
体
的
な
方

法
や
手
数
料
な
ど
は
、
市
町
村
の
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
さ
れ
て
い
ま
す

の
で
、
担
当
す
る
地
域
の
市
町
村
の

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
確
認
の
う
え
、
必

要
に
応
じ
て
組
合
員
に
情
報
提
供
で

き
る
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

２	

把
握
で
き
る
内
容

　

固
定
資
産
課
税
台
帳
を
閲
覧
ま
た

は
証
明
書
の
交
付
を
受
け
る
こ
と
に

よ
り
、
次
の
項
目
を
把
握
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

・
当
該
不
動
産
の
所
有
者
の
住
所
・

氏
名

・
現
況
（
土
地
に
つ
い
て
は
地
番
・

地
目
・
地
積
、
建
物
に
つ
い
て
は

家
屋
番
号
・
種
類
・
構
造
・
床
面

積
）

・
固
定
資
産
税
評
価
額

・
固
定
資
産
税
等
の
課
税
標
準
額

・
固
定
資
産
税
等
の
税
額

こ
こ
に
注
意
！
①

〈
課
税
標
準
額
〉

　

宅
地
な
ど
に
お
い
て
は
、
固
定
資

産
税
お
よ
び
都
市
計
画
税
の
課
税
に

お
い
て
軽
減
措
置
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
、
固
定
資
産
税
お
よ
び
都
市
計

画
税
の
税
率
を
乗
じ
る
対
象
と
な
る

金
額
は
、
固
定
資
産
税
評
価
額
と
は

異
な
る
ケ
ー
ス
が
多
々
あ
り
ま
す
。

固
定
資
産
税
お
よ
び
都
市
計
画
税
の

税
率
を
乗
じ
る
対
象
と
な
る
金
額
を

「
課
税
標
準
額
」
と
い
い
ま
す
。

　

市
町
村
か
ら
交
付
を
受
け
る
証
明

書
の
書
式
は
、
市
町
村
ご
と
に
異
な

り
ま
す
。
固
定
資
産
税
評
価
額
と
課

税
標
準
額
は
隣
合
わ
せ
で
表
記
さ
れ

る
こ
と
が
多
い
た
め
、
取
り
違
え
る

こ
と
の
な
い
よ
う
留
意
を
要
し
ま
す
。

こ
こ
に
注
意
！
②

〈
時
価
と
の
違
い
〉

　

固
定
資
産
税
評
価
額
は
、
い
わ
ゆ

る
時
価
（
実
際
の
不
動
産
取
引
に
お

い
て
当
事
者
間
で
合
意
す
る
売
買
価

格
）
と
は
大
き
く
異
な
り
ま
す
。

　

土
地
の
固
定
資
産
税
評
価
額
は
、

地
価
公
示
価
格
の
七
〇
％
を
目
処
と

し
て
評
価
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
土
地

の
固
定
資
産
税
評
価
額
と
土
地
の
時

価
と
の
乖
離
幅
は
、
地
域
お
よ
び
経

済
状
況
な
ど
に
よ
り
大
き
く
異
な
り

ま
す
。

　

土
地
の
固
定
資
産
税
評
価
額
の
数

倍
の
価
格
で
取
引
さ
れ
る
土
地
が
あ

る
一
方
、
土
地
の
固
定
資
産
税
評
価

額
を
下
回
る
価
格
で
も
取
引
が
難
し

い
土
地
も
珍
し
く
あ
り
ま
せ
ん
。
事

前
の
相
続
対
策
（
遺
言
書
の
作
成
な

ど
）
や
相
続
に
お
け
る
合
意
形
成

（
遺
産
分
割
協
議
な
ど
）
に
お
い
て
、

固
定
資
産
税
評
価
額
は
、
参
考
資
料

の
一
つ
と
し
て
位
置
づ
け
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
で
し
ょ
う
。

３	

固
定
資
産
税
の
納
税
通
知

書
と
課
税
明
細
書

　

固
定
資
産
税
の
納
税
義
務
者
（
不

2
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